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公教育をめぐる公共性と私事性の葛藤についての考察
－英国の信仰学校に対する政治哲学的論争を参考にして－
木　　研　　作
序論
子どもはそのままでは社会の構成員として十
分な能力を有していない。したがって，社会は
子どもに対してその価値体系を教え，またはそ
の社会構造のなかで特定の位置を占めるように
訓練することによって，子どもの社会化を図る
のである。こうした社会化はさまざまな方法で
行われてきたが、現代社会においては、公教育
がその主要な方法の一つとなっている。
公教育は，それを組織する社会あるいは国家
の認める教育目的に基づいて行われる。例えば，
民主主義と人権の概念を中核原理とする現代民
主主義国家において公教育は，「民主制を担う
ことのできる個人の育成」を目的として行われ
る。すなわち，ここでは基本的人権を享受する
主体，あるいは民主主義社会の構成員としての
能力を子どもーに身に付けさせるために公教育制
度が組織されているのである。しかしながら，
現代民主主義国家の提供する公教育制度の下で
行われる教育に対しては，そこに価値観の相違
を見出し，思想や信条の自由といった人権概念
に基づく批判あるいは是正要求が行われること
がある。教育行政学者の黒崎勲は，こうした
「民主制の主体の形成」と「精神的自由の保障」
とが対立する可能性に，公教育をめぐる公共性
と私事性の葛藤を見出している1。
この葛藤の一例として，黒崎が挙げているの
は，フランスの公立学校におけるイスラム教徒
女子生徒によるスカーフ着用から生じた混乱，
いわゆる「スカーフ事件」である。これは，ラ
イシテ（政教分離）を共和制理念とするフラン
スの公立学校において，イスラム教のシンボル
であるスカーフの着用が認められないことに対
して，一部の人びとから不満が表明された事件
である。ここには，黒崎が述べるように，「教
育を通じて形成すべき社会秩序と価値意識がど
のようなものであり，どの程度のものであるか
をめぐって，対立が存在している」2。つまり，
フランスの公教育における伝統的な「民主制の
主体の形成」の在り方が，「精神的自由の保障」
の観点から批判を受けているのである。
こうした現代民主主義国家の公教育が抱える
問題を，リベラリズムの抱える問題として論じ
ているのが教育哲学者の宮寺晃夫である。宮寺
はリベラリズムを「自由とその配分原理として
の平等を重視」3する立場ととらえ，その考え
は広く現代民主主義国家に受け入れられている
とする。しかし，同一の社会を構成する複数の
文化およびそれに帰属する集団に，それぞれ自
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由を平等に保障していこうとするリベラリズム
の立場を徹底していった場合，それぞれの文化
が要求する教育価値の正当性を拒否することが
できなくなる。つまり，これまで公正で包括的
な秩序原理として提示されてきたリベラリズム
は，リベラリズムそれ自体の徹底化により相対
主義に陥り，最悪の場合にはその社会の秩序破
壊を招来しかねないのである。したがって，宮
寺が，リベラリズムの課題は「〈自由卦を《平
等〉にというリベラリズム自身の契機の組み合
わせをどのように調整していくかということ」4
であると述べているように，現代民主主義国家
における公教育では，自由の平等な保障を重視
しつつも，秩序ある社会を形成するためにその
自由はどこまで認められるべきなのか，そして
その自由の範囲はどのように決定されるべきな
のかということこそ問題なのである。
上述の黒崎と宮寺の議論には共通して，私事
性の拡大する状況における公教育の在り方への
関心がみられる。すなわち，教育に対する多様
な価値やニーズをもつ個人の増加，ならびにそ
の価値やニーズの実現を求める動きの強まりと
いった私事性の拡大がみられる中で，現代民主
主義国家は公教育をどのように設計すべきであ
るかという関心である。こうした共通の問題意
識から，教育行政学を専門とする黒崎は私事性
原則を擁護もつつ公教育の公共性を確保しうる
新たな公教育制度論を探求しているのであり，
一方，教育哲学者である宮寺は，教育に対する
多様な個人の意思が全体としてどのような公教
育を描き出すことになるのかについて，その眺
望と見通しをリベラリズムの哲学の立場から得
ていこうとしているのである。
こうした黒崎と宮寺の共通関心を引き継ぎな
がら，本稿では，イングランドの公教育制度に
注目し，そこで生じる公共性と私事性の葛藤に
ついて，それをめぐる議論，およびどのような
政策が講じられているのかについて検討する。
ここでイングランドの公教育制度に注目する理
由は，特定宗派の宗教的性格を有する学校であ
る信仰学校（faith school）が公費で運営され
ており，そのことが近年さまざまな論争を引き
起こしているからである。本稿の目的は，上記
の検討を通じて，私事化あるいは多元化の進展
するイングランドの公教育が抱える課題ゐ一端
を明らかにすることである。．
本稿は4節で構成されており，各節では以下
のことが論じられる。第1節では，ブレア政権
下のイングランドの公教育制度において信仰学
校はどのような存在であるのか，またそこにお
ける公共性と私事性の葛藤について論じる。第
2節では，。公教育制度における信仰学校をめぐっ
て争われるリベラリズムとコミュニクリアニズ
ムの基本的概念を整理する。第3節では，前節
で整理したリベラリズムとコミュニクリアニズ
ムの対立をどのように克服するかについての議
論，そしてそれらの安当性について検討する。
第4節では，ニール・バートンウッド（Neil
Burtonwood）の信仰学校政策に対する見解を
参考にしつつ，イングランドの公教育が信仰学
校をめ－ぐる公共性と私事性の葛藤に対してどの
ような政策を展開しているのかについて原理的
な側面から検討を加える。
1．現代イングランドの公教育制度における
信仰学校の状況
イングランドの公教育制度はその起源から教
会立の信仰学校を含みつつ発展してきた歴史を
もつ。それは有志立学校（voluntary school）
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として，地方教育当局（Local Education
Authority）立のコミュニティ・スクール5と
共に，いわゆる二元制度（dualsystem）と呼
ばれるイングランドの公教育制度を形成してき
た。2006年の学校統計6を参照すると，初等学
校の約36％，中等学校の約18％が信仰学校であ
り，依然として信仰学校はイングランドの公教
育制度にとって大きな割合を占める学校である
ことがわかる。
こうした伝統をもつイングランドの公教育制
度におし、、て，1997年のブレア政権誕生後，信仰
学校に対する政策は大きな変化を見せている。
その変化の一つは，それまで国教会，カトリッ
ク，ユダヤ教の学校にしか認められていなかっ
た公費で維持される信仰学校が，1998年以降ム
スリムやシクなどの宗教団体にも認められるよ
うになったことである。また，2001年2月には
中等学校の多様化政策を提言した『線香』が公
表され，その中で信仰学校は独特のミッション
やエートスを持つ学校として高く評価され，宗
教団体は公費維持の信仰学校を増やすことを奨
励されたのである7。
しかしながら，政府のこうした政策に対する
イングランド社会の反応は好意的なものではな
かった。例えば，先述した『経書』の公表直後
に出された『タイムズ教育版』では，教会離れ
の進むイングランド社会に政府の信仰学校拡大
政策は本当に必要なのかという批判的な特集記
事が組まれた8。同じ年の5月から7月にかけ
ては，イングランド北西部の諸都市でアジア系
の若者による暴動が相次いで生じた。ここでは
暴動の一因が学校間の民族的分断状況にあると
する報告書が公表され，それは信仰に基づく学
校教育を高く評価していた政府の姿勢を批判し
ていた人々にとって追い風となった。また，9
月には北アイルランドにおいて，カトリックと
プロテスタントの間の宗派対立を原因とした通
学中の子どもや保護者への投石事件が起きた。
この北アイルランドでの宗派対立は，特定宗派
の学校教育を拡張することに対するイングラン
ドの人々の恐怖心をますます煽ることになった。
結局2001年が終わる頃には，樹僚たちは「包括
的な」（inclusive）信仰学校（例えば，異なる
信仰をもつ生徒を積極的に受け入れることで，
さまざまな信仰をもつ生徒たちが共に学ぶこと
のできる環境を提供する信仰学校）が増えるこ
とが望ましいと述べるようになった。
国家が税金を投じで運営する公教育制度を構
成する学校の一つとして信仰学校が適切である
かどうかについてはブレア政権の誕生以前から
もさまざまな議論が行われてき牢。これらの議
論においては，もちろん公費維持の信仰学校を
廃止すべきとする見方も存在するが，そうした
見方はあまり支持されてこなかった。なぜなら
ば，イングランドの公教育制度はその始まりか
ら信仰学校を含んでいたこと，また，公費維持
の信仰学校はそのほとんどすべてが国教会ある
いはカトリックの学校であったこともあり，歴
史的にも宗教価値的にも公費維持学校としての
資格を備えているとみなされてきたからである。
しかしながら，＿ブレア政権の信仰学校に対する
一連の政策により，信仰学校が公教育制度にお
ける学校の一つとして相応しいのかどうか，あ
るいは公教育制度において信仰学校はどのよう
に運営されるべきなのかといった問題が，イン
グランドの公教育の課題の一つとしてクローズ
アップされることになったのである。
したがって，イングランドの公教育をめぐる
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公共性と私事性の葛藤については次のようにま
とめることができる。特定宗派へのニーズを満
たす信仰学校はイングランドの公教育において
私事性を体現するものであり，信仰学校の拡大
は公教育における私事性の強まりを意味する。
また，政府は信仰学校に対して好意的であり，
その拡大を歓迎する姿勢を見せている。しかし，
こうした公教育における私事性の強まりは，宗
教による社会分断を引き起こす恐れがあると懸
念する人もおり，ここにイングランドの公教育
をめぐる公共性と私事性の葛藤が存在するので
ある。
2．信仰学校をめぐるリベラリズム対コミュ
ニタリアニズムの論争
上述したような信仰学校をめぐるイングラン
ド公教育の課題は，イギリスの教育学者だけの
問題関心にとどまらず，さまざまな分野の研究
者の間でも共有され活発な議論を生じさせてい
る。特に，政治哲学の分野では公費維持の信仰
学校をめぐって個人の自主性を尊重するリベラ
リズムと共同体の価値を重視するコミュニクリ
アニズムの間で論争が繰り広げられている。
リベラリズムとは，先の宮寺の説明にもある
ように，個人の自由を保障することをその第一
原理とする考え方である。すなわち，原理的に
言えば，他者の自由を侵害しない限りにおいて，
その個人がどのような価値観に基づいた生き方
を選択しようともその自由は保障されるのであ
る。ただし，その際に前提となる条件としては，
どのような生き方であれ，それが個人に選び取
られたものでなければならないということであ
る。リベラリズムが「自律した個人」という人
間観に基づいているといわれるのはこのためで
ある。したがって，リベラリズムの支持する教
青にとって，最も重要な教育目的は，自律した
意思決定のできる能力を子どもたちに身につけ
させることにある。しかしながら，個人が属す
る社会（あるいは共同体）の影響を考慮せずに
「自律した個人」を想定するリベラリズムの人
間観に対して，そのような人間は実際には存在
しないとして批判するのがコミュニクリアニズ
ムである。この立場から見れば，個人はその属
する社会の慣習や属性を負荷された存在である
にもかかわらず，その負荷から解放された個人
というリベラリズムの想定は，社会的役割を担っ
ている実際の人間のイメージとはかけ離れたも
のなのである。したがって，コミュニクリアニ
ズムにとって，最も重要な教育目的はそれぞれ
の社会あるいは共同体が設定すべきものであり，
それを飛び越えて「自律した個人」の育成とい
う目的が優先されることはありえないのである。
上述したようにリベラリズムとコミュニクリ
アニズムの教育観は対立するのであるが，信仰
学校に対する立場としては次のような違いがみ
られる。リベラリズムは公教育において；子ど
もたちには自主性を発達させ自らの人生や所有
する価値を選び取ることのできる能力を身につ
けてもらいたい，あるいは多様な文化の共存す
る社会で生きるために子どもたちにはさまざま
なコミュニティや宗教的な背景をもつ人と一緒
に学ぶこ－とのでき－る学校教育が必要であると考
える。したがって，リベラルな考えをもつ人の
多くは政府の信仰学校拡大政策に懸念を表明す
る傾向をもつ。一方で，コミュニクリアこズム
は，歴史的に形成されてきた共同体の伝統や慣
行の中でのみ，個人は道徳的存在者および政治
的行為主体として使命を全うできるとし，共同
体の価値は個人の価値に先行すると考える。し
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たがって，コミュこクリアンたちは共同体の価
値を体現する信仰学校を善いものであると考え
ており，信仰学校拡大政策を支持するという傾
向がみられる。以下，信仰学校をリベラルの立
場から批判している政治哲学者としてメイラ・
レヴィンソン（Meira Levinson）を，コミュ
ニクリアンの立場から支持している政治哲学者
としてビク・パレク（Bhikhu Parekh）の考
えを紹介することを通じて，信仰学校に対する
リベラリズムとコミュニクリアニズムの基本的
な考え方を整理する。
2－1．レヴィンソンの信仰学校に対する批判
政治理論家として公教育の哲学，原理，実践
について研究を行っているレヴィンソンは，自
由で民主的な社会における公教育のあり方につ
いて平等主義的リベラリズム（egalitarian
liberalism）の立場から発言している。このリ
ベラリズムは個人の自主性を重んじる啓蒙主義
に基づく考えであり，教育の目的を「コミュニ
ティ」が課すさまざまな制約から個人を解放す
ることにおき，その個人には合理性という普遍
的な規準を適用して真実を追求できる人間にな
ることを求める。つまり，人間は自分の意思で
選択しながら生きていく存在であるべきで，子
どもたちはそのために必要なスキル，能力，習
慣を身につける必要があり，そのための教育はi
親やコミュニティがどのような価値を標梯して
いようとも，最優先事項としてみなされるべき
であるという考えである。
こうした考えを持つレヴィンソンは，「リベ
ラリズム対民主主義？公的空間における私的市
民の学校教育」9と題する論文の中で，公費で
信仰学校を維持するイングランドの公教育制度
を批判している。そこでは次のような理由が挙
げられていた。第一に，自由で民主的な社会に
おいて必要である他者に対する寛容，相互尊亀
伝統，生活方法などを生徒が本当に学ぶために
は実際にそれらの事柄を体験する必要があるが，
単一の信仰や文化をもつ生徒が集まりやすい信
仰学校ではそうした体験は困難であるというこ
と10。第二に，寛容を身につけるためには，自
らの所有する価値をある程度相対的にとらえる
必要があり，それは信仰学校のような家族や特
定のコミュニティの価値を反映するために設け
られた学校において適切に育成されるものでは
ないということ11。第三に，市民としての個人
に必要な条件は，多様な価値が存在する社会に
おいて共有のあるいは共通の空間や制度を支持
し共感することであり，多様性の現実を反映し
ない信仰学校は市民に必須の公的空間への愛着
を発達させる場所として適切ではないというこ
とである11。つまり，レヴィンソンは，子ども
たちが世の中にはさまざまな信仰があるという
ことを学ぶ場として，そして，よく考えること
を通じて，子どもたちの信仰は他の子どもたち
の信仰とは異なる場合があり，このように他の
人が自分とは異なるものを信仰することはまっ
たく合理的であると気づく場として，公教育に
おける学校を考えているのである。
レヴィンソンの求める自由で民主的な社会に
おける学校とは，自主性を訓練し，自立的にな
ることを目指すための環境を提供する教育的装
置として構想されている。そして，こうした環
境を提供する装置として信仰学校は不十分であ
ると考えるのである。
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2－2．パレクの信仰学校擁護論
多文化社会における政治理論の研究で著名な
政治哲学者であるパレクは著書『多文化主義再
考：文化的多様性と政治理論』13のなかで，コ
ミュニクリアンとしての自らの立場を明確にす
る。まず，パレクはリベラリストの代表格であ
るジョン・ロールズ（John RawIs）が1971年
に出版した『正議論』－4において示した「包括
的な教義」（comprehensive doctrine）という
考えを，合理性と個人の自主性に基礎を置く人
間観に基づくただ一種類の人生についての見方
であるとして，次のように批判する。「リベラリ
ズムは独特な人間観，社会観，世界観を主張す
る現実的な教義であり，特殊な生き方に根ざし，
またその特殊な生き方を生み出している」15。
また，その後ロールズが，文化的に多様な社会
により適切に対応できるリベラリズムを生み出
そうとして1993年に『政治的リベラリズム』16
を出版し，リベラルな生き方を公的な空間にの
み求め，私的な生活においては非リベラルな原
理に従って生きることを認める「政治的リベラ
リズム」（politicalliberalism）の概念を導入
するが，パレクはそれもコミュニクリアンの立
場から批判している。
パレクは公一私を区別することは非論理的な
手段であると考える。なぜならば，非リベラル
な文化に属する人々が彼らの信仰にとってよく
てもなじみの薄い，最悪の場合には対極にある
ような公的な生活を生きるように求められるこ
とになるからである。例えば，非リベラルな宗
教コミュニティに属する人々は私的な生活にお
いても公的な空間においても自らが神聖である
と考える価値に基づいて生きることを求めるだ
ろう。そこには，公的な空間では世俗的な価値
に基づいて生きるということを受け入れる余地
は残されていないのである。ここでパレクは，
文化は人間存在の根本において重要なものであ
るというコミュニクリアンの主張，すなわち，
文化から切り離された人間を想定するリベラル
の考えは間違っており，あくまでも個人のアイ
デンティティは文化に基づいて構成されている
という主張を提示する。一部の人間が彼らの信
仰を変える可能性を排除するような生き方に身
をゆだねるとしても，それが帰属集団の文化的
価値に基づいている場合，そうした生き方は改
めるべきだとするリベラルな考え方に正当性は
ないとパレクは考えるのである。
したがって，コミュニティの価値を尊重する
パレクは，個人の自主性の発達を制限すること
が懸念されているムスリムやその他の民族的・
宗教的な集団のための信仰学校を公費で維持す
ることを擁護する。パレクは，「（信仰学校は）
独特の道徳的・文化的な感覚を教え，利用可能
な教育の選択肢を増やし，人生に対する異なる
性格や見方をもつ市民を生み出すことによって
集団生活に多様性を加え，両親の意思を尊重し，
国家が教育の独占権を獲得したり教育内容を完
全にコントロールしたりすることを防止するの
である」17と述べ，信仰学校が公費で維持され
る公教育制度を高く評価するのである。一一一一一一一一一一
3．葛藤に対する解消理論とその妥当性の検討
前節で述べたように，個人の自主性の発達や
多元化する社会における市民の育成をその中心
的な課題とするリベラルの公教育観と，非リベ
ラルの考えをもつコミュニティに対しても公費
維持の信仰学校を認めるべきであるとするコミュ
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÷クリアンの公教育観は対立している。こうし
た公教育観の葛藤を解消する試みとして，信仰
学校を公教育制度の中に積極的に位置づけなか
ら，リベラルにとっても満足することのできる
公教育制度を構想するための理論が，さまざま
な研究者たちにより探究されている。
例えば，ゲール・スこク（Ger Snik）とヨ
ハン・ド・ヨング（Johan DeJong）は義務
教育段階の教育目的を初期と後期に二分するこ
とにより，リベラルとコミュニクリアン双方の
教育要求にバランスをとる公教育制度を構想し
ている18。スニクとヨングは初等教育を親やコ
ミュニティの教育要求に応じることのできる制
度として設計することを奨励するが，その理由
は，子どもは初めに文化的に一貫した環境で育
てられた方が，後になって自主性をよりよく育
むことが可能になると考えているからである。
したがって，初等教育において信仰学校を公費
で維持することは積極的に認められる。しかし
ながら，後期，すなわち中等教育段階では，子
どもたちが自主性を育むために自分たちの文化
を客観的に見つめることのできる教育環境が必
要であり，この段階での信仰学校は公費で維持
される正当性を失うとされる。スニクとヨング
にとって中等教育段階は，「子どもたちは自分
自身のまたは別の価値について批判的に考える
よう＿に促されなければならない。＿（中略）すな
わち，自分が生れてからずっと保持している規
範や価値から遠ざかって考えてみるまたは熟考
してみる」19時期なのである。つまり，スこク
とヨングは，初等教育ではコミュニクリアンの，
中等教育ではリベラルの要求を受け入れること
で，公教育をめぐる葛藤を解消しようとするの
である。
これに対して，初等教育だけでなく中等教育
においても公費維持の信仰学校を認めることが
できると主張するのがジェフ・スピナーーハレ
プ（JeffSpinner－Halev）である20。この主張
の根拠として，スピナー・ハレプは「波及効果」
（spil1－OVer effect）という作用に注目する。
この作用は，生徒が自主性を発達させる上で障
害になるような教義を有する信仰学校において
さえ，生徒はなんらかの形でリベラルな考え方
や他の価値観の影響を受けるということを意味
している。例えば，信仰学校がナショナル・カ
リキュラムに基づいた授業を行ったり，近隣の
学校に通う異なる文化をもつコミュニティ出身
の生徒と交流する機会を設けたりすることによ
り，信仰学校の生徒がリベラルな考え方に触れ
る状態，すなわち「波及効果」があらわれるの
である。イングランドの公費維持学校はアカデ
ミー（Academy）を除くすべてにおいてナショ
ナル・カリキュラムを教えることが義務付けら
れているので，スピナーーハレプは義務教育の
全段階で信仰学校が公費で維持されることを擁
護できるのである21。
一方で，ジョセフ・カレンズ（Joseph H．
Carens）のように，リベラルの考えの限界を
指摘することにより，公費維持の信仰学校を擁
護しようとする理論もある22。カレンズによれ
ば，＿＿自由で民主的な社会を構成する原理である
リベラルの考えは，常に中立の価値を体現する
あるいは支持するものであるとみなされる傾向
にあるが，それは特定の文脈や歴史の産物であ
る独特な規範や価値から生み出されたものであ
り，決して中立の考えではない。そして，リベ
ラルの考えに基づき，特定宗派の学校への公費
維持をすべて終わりにすることが中立的である
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とする主張は，リベラルの考え方が決して普遍
的な思想ではないこと，さらに特定宗派の学校
がイギリスの教育に重要な役割を今なお演じ続
けているという現実を踏まえることで，拒絶さ
れるべきであるとされる。このようにリベラル
の考えの限界を指摘したうえで，カレンズが求
めるのは，中立ではなく公正や公平という価値
に基づいて国家の政策が行われることである。
これらの価値に基づくことで，以前は公費維持
の対象から外されていた宗教コミュニティの学
校にも資金提供を拡張することが正当化される
とカレンズは考えるのである。
上述した3つの理論はいずれもリベラルの考
えに制約を加えることにより，公費維持の信仰
学校を擁護し，イングランドの公教育における
葛藤の解消を試みている。しかしながら，コミュ
ニタリアンの考えを原理的に適用するならば，
これらの試みはどれも決して成功しないと述べ
るのは，長年リベラリズムとコミュこクリアニ
ズムの論争を教育学の立場から研究してきたバー
トンウッドである23。例えば，学校教育の年齢
段階によってリベラルとコミュこクリアンの教
育目的を使い分けるスニクとヨングの論に対し
てバートンウッドは，信仰学校に通わせる親の
一部はこうした考え方に同調しないと述べる。
なぜならば，自分たちの文化を批判的にみる能
力を子どもが身につけさせられる可能性を排除
したいと考える親は中等教育においても信仰学
校を求めるからである。
また，「波及効果」を期待するスピナーーハレ
ブの試みも信仰学校を望む一部の親には受け入
れられないとバートンウッドは主張する。例え
ば，原理主義的な信仰を有する親の場合，子ど
もたちが聖書の内容を疑うことなく受け入れる
ことを学校教育に期待する。したがって，もし
もナショナル・カリキュラムが彼らの教義に反
する考えを提示した場合，信仰学校はそれを教
える義務の免除を求めるか，あるいは公費維持
のステータスを捨ててナショナル・カリキュラ
ムから自由になるという可能性をもつのである。
公正や公平という価値を重視することにより
公費で維持される信仰学校を正当化するカレン
ズは，リベラルの考えよりもコミュニティのも
つ伝統的な価値を尊重するという態度をとって
おり，コミュニクリアンの考え方に近いといえ
る。ただし，コミュニティの価値が尊重される条
件として，カレンズは個人が「退出の権利」
（rightof exit）を有していなければならない
としており，これが一部の親には不満なものに
なるとバートンウッドは指摘する。その理由は，
「退出の権利」を有意義に利用することのでき
る能力はどのように身につけることができるか
を考えることで明らかとなる。常識的に考えて，
ある文化の正当性を盲目的に信じる人たちはそ
の文化から逃れるということを想像することが
できない。したがって，「退出の権利」が有効
になるのは，自分の属する文化を客観化する能
力や情報を与えられる時だけであり，この意味
で教育における個人の自主性の発達を無視して
「退出の権利」を条件とすることは不可能なの
である。結局のところ，－バートンウッドが－「意
味のある退出の権利はすべて十分で幅広い教育
次第であるという批判を避けることができない
のである」24と述べているように，カレンズの
試みも原理的には公教育の葛藤を解消する理論
とはなり得ないのである。
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4．信仰学校に対する政策についてのパート
ンウッドの見解
バートンウッドは，リベラルとコミュニタリ
アンの対立を完全に解消する理論は原理的には
存在しないという立場をとる。では，信仰学校
をめぐる葛藤は解消できないという前提に立っ
たとき，それでもなおこの葛藤に対して取り組
まなければならないイングランドの公教育政策
はどのように構想あるいは評価されることにな
るのであろうか。
この間に対して，バートンウッドは調和
（reconciliation）と妥協（compromise）とい
う概念の区別を強調し，信仰学校をめぐる議論
や信仰学校政策を評価する際には，妥協の概念
を用いることが有効であると主張する。妥協と
は，決定が行われる際には何かが得られると同
時に失われるという状態が必ず生じることを意
味する概念であり，多様な文化や道徳が存在す
る状況においては双方を完全に満足させること
を目指す調和よりも現実的な概念であるとされ
る。つまり，コミュニティの価値を尊重すれば
するほど，リベラルの原理は受け入れられにく
くなるということを認識することにより，信仰
学校をめぐる議論の中心にあるディレンマを正
確に把握することができるのである。
先述したように，2001年にイギリス政府が打
ち出した信仰学校拡大政策は多くの批判を巻き
起こした。このことは最終的に，新しく公費で
維持される信仰学校に対しては，人種的・文化
的に包括的であることを求めるという発言を当
時の教育大臣エステル・モリス（Estelle
Morris）から引き出すことになった。モリス
は，生徒たちが異なる文化や宗教をもつ生徒た
ちと関わりあうことを可能にするような配慮が
特に信仰学校においてなされるべきだと主張し
たのである。このような要求は，さまざまな宗
教観の生徒を受け入れるという入学方針や，他
の学校との連携による協同学習などの取り組み
を信仰学校に促すものであった。しかし，ここ
にリベラルからの要求と信仰学校を支持する者
の考えとのせめぎ合いから生じるディレンマが
ある。すなわち，もしもコミュニティや信仰学
校の目的が自分たちの独特のエートスやミッショ
ンを子どもたちに提供することであるならば，
モリスが挙げているような提案はそこで行われ
る教育の質を低下させてしまうのである。
バートンウッドはリベラルとコミュニクリア
ンを調和させることは不可能であり，調和より
も妥協を目指すことの重要性を主張する。では
調和ではなく妥協という戦略をとることで信仰
学校をめぐる葛藤に対する政策はどのようなも
のとなるのか。残念なことに，バートンウッド
によって提示される例は決して斬新なものでは
ない。例えば，コミュニティの価値を体現する
学校を積極的に認めながらも，一つの価値しか
認めないような学校の出現を防ぐための制度的
メカニズムを設けるという提案にとどまるので
ある25。こうした提案は，モリスが2001年11月
の国教会の総会でのスピーチ26で，政府は信仰
学校を支持しているということを繰り返し述べ
ながらも，信仰学校拡大政策の成否は信仰学校
の包括性にあると主張することとたいして変わ
らないのである。
信仰学校をめぐる葛藤に対する新しい政策案
を提示できないことを認めながらも，バートン
ウッドは，それでも調和と安協を区別する必要
性を論じる。リベラルとコミュニクリアンの論
争がもたらす信仰学校のディレンマに対して，
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双方を満足させること（＝調和）は望めないが，
ある程度の満足を与えるあるいはある程度の失
望にとどめること（＝妥協）は可能であるとい
う気づきが，どちらかの価値を選択することの
悲劇性を認識することにつながるのであり，そ
こからしか信仰学校政策の是非を議論すること
はできないというのが，バートンウッドの考え
なのである。・
結論
信仰学校がイングランドの公教育制度におい
て引き起こしている葛藤に対して，政治哲学的
考察を加えることで，次の2点が明らかになっ
たと考える。第1に，特定のコミュニティの価
値を体現する信仰学校は，個人の自主性や異質
なものに対する寛容を育むという点においてリ
ベラルの側から不安視されており，この点でリ
ベラルとコミュニクリアンの信仰学校に対する
評価が異なる原因となっている。第2に，（バー
トンウッドの見解に基づけばということである
が，）公教育制度における信仰学校に対する政
策には，リベラルとコミュニクリアン双方の要
求を満足させるような戦略（＝調和）は原理的
には存在しない。公教育制度内の信仰学校に対
する実際の政策をみると，ある教育要求を受け
入れる代わりに公共性を担保するための何らか
む戦略＿＿（＿〒安協）が採用されている＿＿ことがわか
る。
イングランドにおいては1980年代のサッチャー
政権による教育改革以降，親の選択の拡大と学
校タイプの多様化により教育市場を創出し，多
様な教育要求に応じることのできる公教育制度
の創出を目的とした教育改革が行われてきた。
この改革は，一面において，公共性に対する私
事性の勝利としてとらえることができる。しか
し，現実には社会的格差格大への懸念や公平な
社会の実現を求める声を完全に無視して，多様
な教育要求が認められるようになったわけでは
ないのである。このことは，公共性と私事性と
は対立する概念ではあるけれども，だからといっ
てオール・オア・ナッシングの関係ではない事
を意味している。
これと同じことが信仰学校に対する政策につ
いてもいえる。イングランドの公教育制度にお
ける信仰学校に対する目下の政策は，完全な自
由をもつ信仰学校かあるいは信仰学校の全廃か
という二者択一にはない。そこでは，どの程度
の自由あるいは制約を信仰学校に与えるべきか
ということが求められているのである。しかし，
リベラルとコミュニクリアンの教育要求の対立
は，一方の利益が他方の損失となるようなゼロ
サム的な環境を生み出しており，信仰学校に対
する政策もこの点で困難を抱えている。そうし
た環境において，さまざまな教育要求の中から
安協点をいかに見出すかということが，私事化
あるいは多元化するイングランドにおける公教
育の課題となっているのである。
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